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本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・インターネットアドレス　http://www.boj.or.jp/

※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。
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　1．政策委員会委員の就任

　平成24年7月24日、佐
さ

藤
とう

健
たけ

裕
ひろ

および木
き

内
うち

登
たか

英
ひで

が政策委員会審議委員に就任し

た。

佐藤 健裕　新審議委員の紹介

昭和36年8月2日生

出身地　大阪府

昭和 60年　3月　　　京都大学経済学部卒業
　　 60年　4月　　　（株）住友銀行　入行
平成 11年  10月　　　モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド　入社
　　 18年  12月　　　モルガン・スタンレー証券（株）
 　　　　　　エグゼクティブ・ディレクター
 　　　　　　日本経済担当チーフエコノミスト
　　 22年　1月　　　　　〃　　　マネージング・ディレクター
 　　　　　　日本経済担当チーフエコノミスト
　　 22年　4月　　　　　〃　　　マネージング・ディレクター
 　　　　　　経済調査部チーフエコノミスト 兼 
  債券戦略部長
　　 24年　4月　　　モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券（株）
 　　　　　　マネージング・ディレクター
 　　　　　　経済調査部チーフエコノミスト 兼 
  債券調査本部長
　　 24年　7月 24日　日本銀行政策委員会審議委員
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木内 登英　新審議委員の紹介

昭和38年11月29日生

出身地　千葉県

昭和 62年　3月 早稲田大学政治経済学部卒業
　　 62年　4月 （株）野村総合研究所　入社
平成 14年　8月 　　　　 〃　　　　　経済研究部日本経済研究室長
　　 16年　4月 野村證券（株）　　　　金融経済研究所　
  経済調査部次長 兼 
 日本経済調査課長
　　 19年　7月 　　　　 〃　　　　　金融経済研究所　
  経済調査部長 兼 
 チーフエコノミスト
　　 24年　7月 24日 日本銀行政策委員会審議委員
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　2．議決事項

（１）金融政策決定会合関係

◆･金融市場調節方針の決定および「当面の金融政策運営につい
て」の公表に関する件（7月11・12日）

　本委員会は、平成24年7月11・12日の金融政策決定会合において、次回金融政

策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること、および当面の

金融政策運営について（別紙）のとおり公表することを決定した。

記

　無担保コールレート（オーバーナイト物）を、0〜0.1％程度で

推移するよう促す。
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◆･「資産買入等の基金運営基本要領」の一部改正等に関する件
（7月11・12日)

　本委員会は、平成24年7月11・12日の金融政策決定会合において、資産買入等

の基金の着実な積み上げを通じて金融緩和を間断なく進めていく観点から、下

記の諸措置を講ずることを決定した。

記

1．「資産買入等の基金運営基本要領」（平成22年10月28日決定）注1）を別紙1. の
とおり一部改正すること。

2．「資産買入等の基金の運営として行う国債等買入基本要領」（平成22年10月28
日決定）注2）を別紙2. のとおり一部改正すること。

3．「資産買入等の基金の運営として行うコマーシャル・ペーパーおよび社債等

買入基本要領」（平成22年10月28日決定）注3）を別紙3. のとおり一部改正する

こと。

4．「資産買入等の基金の運営として行う共通担保資金供給オペレーション基本

要領」（平成22年10月28日決定）注4）を別紙4. のとおり一部改正すること。

5．｢日本銀行業務方法書｣（平成10年3月24日決定）注5）を別紙5. のとおり一部変

更すること。

　

注1 ）　「資産買入等の基金運営基本要領」の全文については、インターネット・ホーム

ページをご参照ください。

注2 ）　「資産買入等の基金の運営として行う国債等買入基本要領」の全文については、イ

ンターネット・ホームページをご参照ください。

注3 ）　「資産買入等の基金の運営として行うコマーシャル・ペーパーおよび社債等買入基

本要領」の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください。

注4 ）　「資産買入等の基金の運営として行う共通担保資金供給オペレーション基本要領」

の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください。

注5 ）　「日本銀行業務方法書」の全文については、インターネット・ホームページをご参

照ください。
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◆･金融政策決定会合の議事要旨（2012年6月14・15日開催分）に
関する件（7月11・12日）

　本委員会は、平成24年7月11・12日の金融政策決定会合において、金融政策決

定会合の議事要旨（2012年6月14・15日開催分）注6）を承認した。

　

注6 ）　インターネット・ホームページをご参照ください（7月18日公表）。
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（２）通常会合関係

◆･政策委員会月報（平成24年6月）に関する件（7月20日）

　本委員会は、平成24年7月20日、政策委員会月報（平成24年6月）を承認した。

◆･議長の職務を代理する者の決定に関する件（7月27日）

　本委員会は、平成24年7月27日、日本銀行法第16条第5項の規定に基づき、政

策委員会議長白川 方明委員、山口 �秀委員および西村 淸彦委員に事故がある

場合に議長の職務を代理する者を宮尾  龍蔵委員とすることを決定した。
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　3．報告事項

●�金融機関の業務運営動向とリスクの状況（金融機構局）

●新日銀ネット構築プロジェクトの進捗状況
� （決済機構局、システム情報局）
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